
 

ロセスの段階に応じた取扱いの差を設けず、事務局による会合を通じて審査を行ってきた。そ

の際、審査結果の取りまとめ段階等節目の機会に審査会合を開催してきた。 

 
 

 

審査の透明性向上に向けた対応策について 

 
 

平成 30 年 6 月 6 日 
原 子 力 規 制 庁 

  
 
  

１．背景と趣旨 

（１）これまでの取扱い 

実用発電用原子炉に関する新規制基準適合性の審査は、設置変更許可、工事計画認可、保安規

定変更認可に係るものにより構成される。これら許認可に係る審査では、事業者の申請に対し、

記載内容等に関する事実確認を行った上で、それぞれ対応する規制基準条文への適合性を確認

（判断）している。 

 

①許可に係る審査の取扱い 

このうち設置変更許可に係る審査における適合性の確認は、原則として担当の原子力規制委員

が出席する公開の審査会合で行うこととし、特定重大事故対処施設に係る審議等一部について

非公開の審査会合で取り扱う、あるいは、案件等に依っては委員が出席しない審査会合を行う

との取扱いをしてきた。 

また、審査会合に先立って、事業者資料の記載内容等の事実確認等を実施するために事務局で

ヒアリングを実施するが、当該ヒアリングは基準適合性の確認を行うものではなく、また、必

要に応じ随時開催するものであることから非公開とし、事後に議事概要及び資料を公開してき

た。 

 

②認可に係る審査の取扱い 

認可にかかる審査は、許可がなされた方針の下で個々の施設等が技術基準を満たすことを確認

する実務的なものであることから、記載内容等の事実確認や基準適合性の確認といった審査プ
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（２）原子力規制委員会からの問題提起 

 平成 30 年度第 5 回原子力規制委員会（平成 30 年 4 月 25 日）において、公開の会合に先立

って実施する事務局ヒアリングは多数回実施するべきものではないこと、事業者が公開会合で

提示する予定の資料を事前の事務局ヒアリングで改善させるかのごとくの作業は止めるべきで

あること、ヒアリング偏重にならないようにすること等の指摘がなされた。 

 当該指摘を踏まえ、審査の透明性の一層の向上のため、以下の改善を行うこととしたい。 

  

２．改善の方向性 

（１）許可に係る審査の取扱い 

 許可に係る審査ついては、基準適合性の確認は審査会合で実施するものであり、事前のヒ

アリングは事業者資料の記載内容等の事実確認等のためであって当該資料を改善させるた

めのものではなく、最低限に止めるとの方針を、審査に携わる原子力規制庁職員に改めて

周知する。 

 当該方針の履行を徹底するため、審査会合前のヒアリングは、同一案件については目安と

して 2 回までとし、それ以上のヒアリングが必要と考えられる場合であっても、その時点

で一度、公開の審査会合において取り上げることとする。 

 事業者の調査検討や資料準備が長期にわたるケースや、特定重大事故対処設備等にかかる

案件等非公開会合での審議が続くケース等のため進捗が見え難くなること等を避けるため、

新規制基準に係る全ての許可案件について、数ヶ月に 1 回など一定期間毎に公開の審査会

合に事業者の出席を求め、状況を報告させるとともに、未解決の論点については規制側と

事業者側のどちらがボールを持っているかを確認することとする。 

 

（２）認可に係る審査の取扱い 

 認可に係る審査は、これまで通り事務局を中心とする会合を通じて実施し、進捗状況等に

応じ、公開の審査会合に付議することとするが、透明性を高めるため、進捗状況等に依らず

一定期間毎に公開の審査会合を開催し、事業者の出席を求め、状況を報告させるとともに、

未解決の論点については規制側と事業者側のどちらがボールを持っているかを確認するこ

ととする。 
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 また、事務局中心の審査を行う中で安全上の重要な論点が出た場合や、審査方針や確認手

法を明確化しておく必要がある場合等、より早い段階で公開の審査会合に付する等の工夫

を行うこととする。 

 

（３）その他 

 実用発電用原子炉以外の施設等に係る新規制基準適合性審査の取扱いについては、実用発

電用原子炉に係る改善策の趣旨を踏まえつつ、審査対象施設や審査の状況に応じ、適切に

対応を図ることとする。 
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